
（円）

うち交付金
活用額

R6 7

低所得・不足給付
対象世帯臨時支援
事業【物価高騰対
策給付金】

物価高騰等が続く中で低所得世帯等の生活を支援する
ため、令和6年度住民税非課税世帯を対象として、1世帯
につき30,000円を給付するとともに、18歳以下の子ども1
人につき20,000円を加算して給付しました。また、令和6年
度における定額減税を満額実施できなかった世帯に対し
て、定額減税不足額給付を実施しました。

230,688,670 230,688,670 R7.2.1 R8.2.5

1

給付金・定額減税
不足給付対象世帯
臨時支援事業【物
価高騰対策給付
金】

同上（※）

※令和6年度実施計画分No.7事業で割り当てられた事業
費の不足分の金額を、令和7年度実施計画分として交付
金措置されたもの

189,400,000 189,400,000 R7.4.1 R7.12.10

6
妊産婦等タクシー
利用臨時支援事業

物価高騰等が続く中で妊産婦等及びタクシー事業者を支
援するため、妊産婦及び多胎児世帯へ配付したタクシー
チケットによる支援を行いました。

1,050,000 1,050,000 R7.4.1 R8.3.31
タクシーチケット利用枚数：
2,100枚

物価高騰等が続く中で
子育て世帯及びタクシー
事業者の支援につなが
りました。

7
新生児生活臨時支
援事業

物価高騰等が続く中で子育て世帯を支援するため、新生
児が生まれた世帯に対してベビー用品や物産館利用券
を配付しました。

3,120,200 3,120,200 R7.4.1 R8.3.31 配付世帯数：301世帯
物価高騰等が続く中で
子育て世帯の支援につ
ながりました。

8
電子地域振興券発
行臨時支援事業

物価高騰等が続く中で市民及び市内事業者を支援する
ため、市内店舗等でスマートフォン決済サービスを使用す
る利用者へ20％のプレミアムを付与する電子地域振興券
の発行を支援しました。

13,489,000 13,489,000 R7.4.1 R8.3.31
電子地域振興券利用額：
179,860,611円

物価高騰等が続く中で
市民及び市内事業者の
支援につながりました。

9
公共施設等電気料
金高騰緊急対策事
業

物価高騰等が続く中で、直接住民の用に供する施設の電
気料金高騰対策として活用しました。

47,881,501 4,102,980 R7.4.1 R8.3.31 活用対象施設数：19箇所
物価高騰等が続く中で
市民の施設利用支援に
つながりました。

10
給食費臨時支援事
業

物価高騰等が続く中で子育て世帯を支援するため、給食
費の値上げを抑制するよう、小中学校（※）・保育所等に
給食材料費高騰分に対する支援を行いました。

※小中学校は公会計化前の令和7年8月までの支援に活
用

27,055,315 16,198,315 R7.4.1 R8.3.31 支援施設数：22施設
物価高騰等が続く中で
子育て世帯の支援につ
ながりました。

11
高等学校等入学臨
時支援事業

物価高騰等が続く中で低所得の子育て世帯を支援するた
め、高等学校等入学支援金について、対象生徒1人につ
き5,000円の増額を行いました。

380,000 380,000 R7.4.1 R8.3.31 対象生徒数：76人
物価高騰等が続く中で
低所得の子育て世帯支
援につながりました。

12
燃料費高騰対策運
送事業者等臨時支
援事業

物価高騰等が続く中で運送事業者等を支援するため、燃
料費、物価高騰等に係る経費に対する支援を行いまし
た。

12,980,000 12,980,000 R7.4.1 R7.12.31 支援事業者数：61事業者
物価高騰等が続く中で
運送事業者等の支援に
つながりました。

13
物価高騰対策事業
者臨時支援事業

物価高騰等が続く中で市内事業者を支援するため、省エ
ネ機器やデジタル化推進機器等の導入を支援しました。

8,849,000 8,849,000 R7.4.1 R8.3.31 支援事業者数：36事業者
物価高騰等が続く中で
市内事業者の支援につ
ながりました。

14
農業用資材等高騰
対策農業者臨時支
援事業

物価高騰等が続く中で市内農業者を支援するため、農業
用資材等高騰に係る経費に対する支援を行いました。

11,949,000 11,949,000 R7.4.1 R7.10.31 支援農業者数：73農業者
物価高騰等が続く中で
市内農業者の支援につ
ながりました。

15
子ども医療費臨時
支援事業

物価高騰等が続く中で子育て世帯を支援するため、0歳
から18歳までの子ども医療費完全無償化に要する経費
のうち、県費補助対象とならない高校生世代の医療費自
己負担分相当額に係る支援を、市独自で行いました。

61,881,505 61,881,505 R7.4.1 R8.3.31 支援対象子ども数：1,796人
物価高騰等が続く中で
子育て世帯の支援につ
ながりました。

16
多子世帯保育施設
等利用臨時支援事
業

物価高騰等が続く中で子育て世帯を支援するため、県と
連携し、第1子及び第2子の年齢を問わず、第3子以降の
保育施設等利用に要する経費に対する支援を行いまし
た。

23,521,330 11,760,665 R7.9.30 R8.3.31 支援対象子ども数：110人
物価高騰等が続く中で
子育て世帯の支援につ
ながりました。

17
給食費臨時支援事
業（小中学校令和7
年9月以降分）

物価高騰等が続く中で子育て世帯を支援するため、令和
7年9月の給食費公会計化以降も給食費の値上げを抑制
できるよう、小中学校の給食材料費高騰分に対する補填
を行いました。

41,537,752 12,322,335 R7.9.30 R8.3.31
給食材料費補填施設数：11施
設

物価高騰等が続く中で
子育て世帯の支援につ
ながりました。

20
福祉施設等臨時支
援事業

物価高騰等が続く中で福祉施設等運営事業者を支援す
るため、施設の令和7年度分の燃料費、物価高騰等に係
る経費に対する支援を行いました。

9,631,000 9,025,600 R7.12.25 R8.3.31 支援施設等数：72施設等

物価高騰等が続く中で
福祉施設等運営事業者
の支援につながりまし
た。

683,414,273 587,197,270合計

令和７年度に実施した物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況・効果検証

計画 Ｎｏ 事業名 概要 総事業費 事業開始 事業完了

R7

主な実績
効果検証
（内部評価）

30,000円給付世帯数：6,122世
帯
20,000円給付対象子ども数：
887人
定額減税補足給付金（不足額
給付）給付者数：6,904人

物価高騰等が続く中で
低所得世帯等の支援に
つながりました。


